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公益財団法人  地域創造基金さなぶり 
2018 年度事業報告書 

2018 年 1 月 1 日～2018 年 12 月 31 日 

 

以下のとおり事業を実施したので、ここに報告します。 

 

1. 事業の実績 

a) 今年度事業の特色は、復興支援と地域の活性化等の大きな二つのテーマにかかるバランスの変

化、並びにコミュニティ財団の外部環境の変化に対応した事業展開を行いました。具体的には、

2 月に実施した社会的投資や休眠預金を含む、新しい資金源の東北における活用についてのフォ

ーラムの実施がありました。また、遺贈寄付の増進に関して、専門士業むけの研修を関係者の協

力をえて取り組めたことも新しい展開でした。地元新聞社との連携を通じて、課題の可視化や共

有を図り、寄付をつのり、地域の課題解決を推進する取組み等も福島県においても実現すること

ができ、大きな進展となりました。 

b) コミュニティ財団としては、弊財団の蓄積を生かした助成事業担当者の研修の受託、並びに地域 

にある課題の特質にあわせて、複数・多機関の連携を推進するための支援活動にも積極的に取組 

み、関係者からの評価を頂いています。 

c) 資金調達については、外部環境の変化に対応する取組みを進めましたが必ずしもすぐに芽が出

るわけではなく、変化の兆しをとらえながら地域における公益の増進に資する事業の展開と、広

報、並びにコミュニティ財団としての在り方の深化を行いました。 

 

2. 支援事業 

a) 三菱重工みやぎ・ふくしまミニファンド（協働先：三菱重工業株式会社） 

1) 概略：被災地における「暮らしとつながり」に焦点をあて、仮設住宅にお住いの方々同士、 

あるいは地域住民の方との繋がりづくりや、雇用の機会に繋がるしごとづくりの活動を支

援する助成事業を実施しています。 

2) 今期：第六期目の助成事業を実施しました。【予定通り事業終了】 

 2018 年 7 月 13 日まで公募を行い、8 月に 20 事業、総額  413 万円の助成を決定

しま した。事業期間は 2018 年 9 月 1 日～2019 年 1 月 15 日です。 

 

b) アーツエイド東北・芸術文化支援事業（協働先：一般財団法人アーツエイド東北） 

1) 概略：東日本大震災で被害を受けた岩手・宮城・福島に活動拠点を置く芸術家・アーティ ス

トへの支援を通じて、地域の芸術文化シーンがより豊かに、多様になるために、作品創 造

やその継続を支援する助成事業を実施しています。 

2) 今期：第四期目の助成事業を実施しました。【予定通り事業終了】 

 2018 年 2 月 19 日まで公募を行い、3 月に 10 事業、総額 162 万円の助成を決定し

まし た。事業期間は 2018 年 4 月 1 日～2018 年 9 月 30 日です。 
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c) 東まつしまサポートファンド 

1) 概略：東松島市において、東松島復興協議会が拠出する資金を原資に、地域の活性化と暮ら

しの質の向上を目指す活動を支援する事業 を実施しています。 

 今年度は、財源の積み増しをめざし助成を実施せず、次年度に行うこととしました。 

 

d) 子どものたより場応援プロジェクト（協働先：宮城県、河北新報社） 

1) 概略：宮城県の未来を担う子どもたちを支える目的で、企業から拠出される資金および新 

聞広告に賛同した個人・法人からの寄付金を原資に、県内の子どもの貧困や困難な状況と、

子どもたちを支える活動に資金助成を実施します。 

2) 今期：本年は第二年目の事業として、県内に本拠地をおき、県内を活動対象地域としている

グループ・団体等を対象に資金助成を行いました。 

 2018 年 6 月 30 日まで公募を行い、7 月に 10 事業、総額 306 万円の助成を決定し

ました。事業期間は 2018 年 8 月 1 日～2019 年 1 月 31 日です。 

 

e) さなぶり・テーマ型助成 

1) 概略：東日本大震災による被災を受けた地域において、以下の５つのテーマに合致する組 

織に対して、各地域における現状を改善していくための取組みを支援しています。 

2) 【テーマ】①生業・創業支援 ②地域活性・まちづくり ③子ども・子育て④文化・芸術・

スポーツ⑤暮しやすさ 

3) 今期：本年は、1 件の助成辞退の台頭として、既存の助成先への助成額の変更を行いました。 

 

f) さなぶり・つながる寄付助成 

1) 概略：公募をして希望した組織への寄付集めを連携的に行うものです。 

2) 今期：本年は受領していた寄付金について、2 団体計 70,000 円に助成を行いました。 

 

g) 東北オープンアカデミー 

1) 概略：2 泊 3 日の東北へのスタディツアーを通じて、大災害から立ち上がった東北のリー 

ダーとともに現場を巡り、議論し、未来の可能性を探る機会を提供する「東北オープンア 

カデミー」事業を実施しました。当財団は、（特活）ETIC.とともに本事業の事務局を担当

しています。 

2) 今期：本年は以下の事業を実施しました。 

 アイデアピッチ 2018 

 昨年のフィールドワークに参加し、かつ地域と関連するテーマや切り口で起業ま

た はプロジェクトを実施している（または、予定がある）方を対象に、ビジネス

プランや プロジェクトのアイディアを募集し、3 月に 3 事業 125 万円を支援対

象として採択して、資金支援を実施しました。 
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h) 受託事業 

1) 中小企業庁「地域需要創造型等起業・創業促進事業」（創業補助金、独立行政法人中小企業

基盤 整備機構からの受託業務） 

 概略：起業・創業を行う事業者に対して、創業に要する経費の一部を補助する制度で、

新 たな需要や雇用の創出により、地域経済を活性化することを目的に、2013 年に創

設されました。当財団は助成事業の一環として、本事業の全国事務局である独立行政法

人中小企業基盤整備機構からの委託により、岩手県・宮城県・福島県の運営事務局を担

当しています。 

 今期：事業が終了し、補助金が交付された案件については、事業者から事業の状況に関

する年次報告を 5 年間提出していただくことになっています。本年は報告書の回収と

提出 内容の精査を行って、補助金交付後も事業の趣旨に反することなく事業が円滑に

行われていることを確認しました。 

2) 熊本県の復興支援に従事する人材の育成事業（認定特定非営利活動法人ジャパン・プラット

フォームからの受託業務） 

 概略：特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム（以下、JPF）では、熊本地震

の復興支援事業として、復興を担う人材を育成する事業を実施することになりました。

過去の大規模自然災害発生地域から復興プロセスを学んで、熊本での復興に役立てる

ことを 目的としており、当財団が助成事業の一環として、JPF よりその業務を受託し

ました。 

 今期：熊本で復興支援を担う組織を対象に研修の報告書を作成、発行しました。 

3) 宮城県 NPO 等の絆力を活かした復興支援事業（宮城県からの受託事業） 

 概略：宮城県では、東日本大震災からの復興支援や被災者支援に関して大きな役割を果

たした NPO 等が活動を継続するための支援として、地域会議の開催を通じた支援力

の向上等を図る事業を実施しています。当財団の課題把握、並びに研修事業の一環とし

てその業務を受託しました。 

 今期：宮城県内 3 地域、計 4 回の各種会議の開催準備（2019 年 2 月、3 月）を行いま

した。 

4) 特定非営利活動法人 アスイク（塩竈市からの受託事業の再委託事業者として） 

 概略：塩竈市では、市内の小学生にかかる放課後支援事業として、特定非営利活動法人 

アスイクに同市内の担い手の発掘や資金支援、運営支援等を行う事業を委託した中で、

資金提供に係る業務を審査業務の受託を受けました。 

 今期：2 回の公募をへて、7 事業 1,825,000 円の審査業務、並びにその後のフォロー業

務を行いました。 

 

i) 調査・研修事業 

1) 東日本大震災の復興過程において必要となる公営住宅にかかるコミュニティ形成に関する

ベス トプラクティス調査（公益財団法人  トヨタ財団からの助成） 

 概略：公益財団法人  トヨタ財団の復興支援事業として、「公営住宅におけるコミュニ
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ティ 形成」を支援する事業を過去 3 か年実施（2014～2016 年）してきた。時間の変

化と共に、地域の状況も変化するなかで、公営住宅におけるコミュニティ形成に必要な

要素について過去の助成先へのヒアリング、有識者を対象にした会議、モデルとなる特

定地区の住民等を対象にした調査の実施をします。 

 今期：有識者による会議等を実施した。 

 

j) 他機関との連携 

1) 地元新聞社と連携をした地域課題の可視化 

 河北新報社：子どものたより場事業 

 実施：河北新報社・宮城県・弊財団 

 概略：いわゆる企画広告として、地元企業等への協賛依頼をし、15 段の全面広告

を 5 回掲載し、地域課題の可視化と共に寄付の依頼を実施。受領した寄付金は、

別途のように助成事業として資金提供を図る。 

 今期：全 5 回の掲載、並びに寄付集め、掲載に関連した企画として円卓会議を 1 回

実施した。 

 福島民友社：ふくしまっこ・つながるこども食堂応援プロジェクト 

 実施：福島民友新聞・ふくしまこども食堂ネットワーク・弊財団 

 概要：いわゆる企画広告として、地元企業等への協賛依頼をし、15 段の全面広告

を 2 回掲載し、地域課題の可視化と共に寄付の依頼を実施。受領した寄付金は、

別途のように助成事業として資金提供を図る。 

 今期：3 者による企画準備、初年度事業としてフォーラムの共催（2018 年 10 月 8

日 於郡山市）をした。 

 

2) 一般社団法人  全国コミュニティ財団協会 

 概略：全国コミュニティ財団協会は、コミュニティ財団の健全な発展を通じて、市民社

会のより 一層の成熟と市民が主体的に取り組む地域社会の課題解決を促し持続可能

性を高め、公共の利益を増進することを目的として設立をしたコミュニティ財団の全

国組織です。当財団は、本協会の加盟・正会員団体であり、また当財団の専務理事・事

務局長が本協会の副会長（非常勤）を務めています。 

 今期：本協会が実施する以下の事業に協働参画しました。 

 近隣地域におけるコミュニティ財団の設立支援（北海道、福島県、長野県、東京都） 

 地域課題に対する複数機関の連携促進を図るための案件形成事業（4 件） 

 2018 年 2 月 23 日に「東北の未来をつくる新しい資金を知る会議」として、昨今

話題になっている新しい社会的な資金に関する動向を整理したイベントを主催。 

 

3) 東北税理士会 公益活動対策部 

 概略：東北税理士会は、日本税理士会連合会を構成している全国 15 の単位税理士会の

一つとして仙台市に置かれ、東北 6 県の支部及び会員のネットワーク等に関する事務
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を行うことを目的にしている組織です。 

 今期：税理士むけに、相続税対策に関する研修を共催し「遺贈寄付」に関する必要性と、

税務上の相続事務手続きに関する研修を開催した。同税理士会の会員約 2500 事務所へ

広報を行うと共に、申込者多数につき同じ内容を 2 回実施しました。2018 年 9 月 18

日、19 日に申込者 273 人、先着順申込受付者 177 人（参加者 161 人）を対象に実施し

た。 

 

4) 一般財団法人  非営利組織評価センター 

 非営利組織評価センターは、以下の目的で 2016 年 4 月 1 日に設立された団体です。 

 民間公益団体および民間公益団体が実施する公益活動に関する情報公開の推進や評

価・ 認証を行うことで、民間公益団体の組織基盤の強化や透明性の向上による適切な

事業の運営を促進することが目標です。 

 今期：弊財団の専務理事・事務局長を理事（非常勤）として派遣しています。 

 

5) 全国レガシーギフト協会 

 遺贈寄付が、本人の望む最適な形で実現し、寄付した財産が、地域の未来資産となり世

代を超えて継承される社会を実現するために、全国的な仕組みとして全国レガシーギ

フト 協会が 2016 年 11 月に設立されました。しかしながら、財産所有者が遺贈寄付

などの社会貢献に関心持ったとしても、使い道が明確な寄付先や信頼できる相談先が

なかったり、具体的な方法がわからないために、寄付に 踏み出せないという状況もあ

ります。 

 今期：遺贈寄付に関する相談窓口を当財団内に設置しており、本年も遺贈寄付に関する

具 体的な問合せがあり、当財団担当者が直接対応しました。研修については、遺贈相

続に関する研修を税理士向けに 2 回実施しました。2018 年 9 月 18 日、19 日に申込者

273 人、先着順申込受付者 177 人（参加者 161 人）を対象に実施しました。 

 

3. 事業の運営 

a) 評議員会 

1) 第 1 回（書面決議）  --- 2018 年 3 月 29 日（木） 

1. 第 1 号議案 2017 年度 事業報告及び附属明細書の承認 

2. 第 2 号議案 2017 年度 計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び付属 

  明細書並びに財産目録の承認 

3. 第 3 号議案 定款の変更 
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b) 理事会 

1) 第 1 回--- 2018 年 3 月 1 日（木） 

◆審議事項◆ 

4. 第 1 号議案 2017 年度事業報告及び附属明細書の承認 

5. 第 2 号議案 2017 年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び付属明細

書並びに財産目録の承認 

6. 第 3 号議案 評議員会の招集 

7. 第 4 号議案 審査員の追加 

8. 第 5 号議案 助成先決定権限 --- 理事会から執行役員会への権限委譲 

◆報告事項◆ 

9. あいちコミュニティ財団における状況 

10. 規定類の検討（次回） 

11. 事業の進捗報告 

 

2) 第 2 回---2018 年 7 月 12 日（木） 

◆審議事項◆ 

12. 第 1 号議案 平成 30 年 7 月豪雨災害への対応について 

13. 第 2 号議案 今年度の資金調達に関して（理事との連携強化） 

14. 第 3 号議案 事務管理等の規程について 

15. 第 4 号議案 助成先決定権限 --- 理事会から執行役員会への権限委譲 

16. 第 5 号議案 審査員の追加 

◆報告事項◆ 

17. 権限移譲をうけた助成事業の採否報告 

18. 専務理事の兼業について 

19. 規定類の検討（次回） 

20. 事業の進捗報告 

 

3) 理事懇談会 --- 2018 年 10 月 18 日（木） ※定数割れにて理事懇談会として実施 

1. 第 1 号議案 2019 年・新年度の事業方針について 

 

4) 第 3 回---2018 年 11 月 26 日（月） 

◆審議事項◆ 

1. 第 1 号議案 次年度の事業計画について 

2. 第 2 号議案 次年度の予算計画について 

3. 第 3 号議案 さなぶりの事業方針について 

4. 第 4 号議案 公益事業の追加について 

◆報告事項◆ 

21. 権限移譲をうけた助成事業の採否報告 
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22. 事業の進捗報告 

 

5) 第 4 回（書面決議）---2018 年 12 月 18 日（月） 

◆審議事項◆ 

5. 第 1 号議案 執行役員への権限移譲 

6. 第 2 号議案 審査委員の追加承認 

 

c) 執行役員会  

1) 執行役員会は、理事会で決定された業務の執行のうち、「当財団の経営全般に関する事項」

および「当財団の重要な業務執行に関する立案・承認に関する事項」を審議する機関で、当

財団の理事長、副理事長、専務理事をもって構成されています。 

 第 1 回  --- 2018 年 1 月 18 日 

 （主な議事）資金調達活動、理事会・評議員会の日程調整、規定類の検討 

 第 2 回  --- 2018 年 2 月 8 日 

 （主な議事）資金調達活動、理事会・評議員会の日程確認、2017 年度決算 

 第 3 回  --- 2018 年 2 月 26 日 

 （主な議事）資金調達活動、規定類の検討、次回理事会の検討事項の確認 

 第 4 回 --- 2018 年 3 月 19 日 

 （主な議事）資金調達活動、次期役員の人選・候補者の選定 

 第 5 回  --- 2018 年 3 月 23 日 

 （主な議事）権限移譲をうけた助成事業の支援先決定 

 第 6 回  --- 2018 年 5 月 14 日 

 （主な議事）資金調達活動、専務理事の兼務の承認、次期役員の人選 

 第 7 回  --- 2018 年 6 月 11 日 

 （主な議事）資金調達活動、岩手県における資金調達 

 第 8 回  --- 2018 年 7 月 12 日 

 （主な議事）資金調達活動、西日本豪雨に関する対応検討 

 第 9 回  --- 2018 年 8 月 29 日 

 （主な議事）資金調達活動、理事会の日程調整等 

 第 10 回  --- 2018 年 11 月 20 日（金） 

 （主な議事）さなぶりとしてのビジョンについて、次年度の計画見通しについて、

次回の理事会の議案について 

 第 11 回  ---2018 年 12 月 19 日（月） 

 （主な議事）権限移譲をうけた助成事業の支援先決定、次年度の実施計画 

 

d) 役員に関する事項 

1) 評議員 今期中の就任、退任はありません。 

2) 理 事 今期中の就任、退任はありません。 
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3) 監 事 今期中の就任、退任はありません。 

 

4. 事務局体制 

(1) 組織体制 

1） 期末時点で、事務局職員 2 名、派遣社員 1 名が勤務しています。 

(2) 各事業の人員配置（2018 年 12 月末現在、事務局長を含め 3 名） 

1） 助成事業・調査事業・資金調達事業担当：2 名 

2） 経理・総 務・創業 補助金事 業担 当 ：1 名（派遣社員） 

 

5. 財団運営活動 

(1) 広報活動 

1） ウェブサイトでの事業紹介 

2） 助成事業に関する情報、当財団主催・共催イベントのご案内等を、当財団のウェブサ イト

に適宜掲載し、情報発信しました。 

(2) 資金調達活動 

1） 個別組織との折衝 

2） 寄付金受領額 

23. 当財団の特定の事業に対する寄付として、約 1,222 万円の寄付を受領しました 

以上 

 

III.  付属明細書 

本事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34 条第 3 項にて規

定される「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので、付属明細書は作成しないこととし 

ます。 

 

 

添付資料：助成事業実績 



資金提供事業の実績（2018年1月～12月決定分）

■拠出者：三菱重工業株式会社

事業名 対象地域
申請
件数

申請額
助成
件数

助成決定額
申請対

助成件数
申請対

助成金額

三菱重工
みやぎ・ふくしまミニファンド

宮城県
福島県

28 7,170,000 100,000 - 300,000 20 4,130,000 71.4% 57.6%

人数

＜審査会の審査委員について＞ 4

■拠出者：一般財団法人アーツエイド東北

事業名 対象地域
申請
件数

申請額
助成
件数

助成決定額
申請対

助成件数
申請対

助成金額

アーツエイド東北・芸術文
化支援事業

岩手県
宮城県
福島県

15 3,700,000 100,000 - 300,000 10 1,620,000 66.7% 43.8%

人数

＜審査会の審査委員について＞ 3

■拠出者：一般市民等

事業名 対象地域
申請
件数

申請額
助成
件数

助成決定額
申請対

助成件数
申請対

助成金額

子どものたより場応援基金 宮城県 14 4,880,000 200,000 - 500,000 12 3,060,000 85.7% 62.7%

人数

＜審査会の審査委員について＞ 4

■拠出者：個人・法人の寄付者

事業名 対象地域
申請
件数

申請額
助成
件数

助成決定額
申請対

助成件数
申請対

助成金額

つながる寄付助成 宮城県 2 70,000 2 70,000 100.0% --- 

テーマ型助成
岩手県
宮城県
福島県

1 510,000 1 510,000 100.0% --- 

人数

＜審査会の審査委員について＞ 3

申請
件数

申請額
助成
件数

助成決定額
申請対

助成件数
申請対

助成金額

合計 60 16,330,000 45 9,390,000 75.0% 57.5%

助成規模

助成規模

助成規模

助成規模

職名

財団・助成機関 職員　2名、非営利活動法人・団体役職員　1名

5つのテーマにおいて活動する組織への資金助成を通じて、地
域の課題解決を図る

職名

大学教員・研究員　1名、新聞通信社編集委員　1名、、特別寄付事業の寄付者側責任者　1名

子どもの貧困や困り事の改善に取り組む活動団体＝子どもの
たより場をへの助成を行いますト

職名

新聞通信社編集委員　1名、非営利活動法人・団体役職員　1名、大学教員・研究員　1名

対象事業

①コミュニティ形成（連携やつながりづくり）を図ろうとする活動
②住民が主体、或いは雇用の機会につながる自立的復興の
為のしごとづくりに関する活動

対象事業

岩手、宮城、福島県に活動拠点を置き、活動をしているアー
ティスト・集団
文化芸術による、岩手・宮城・福島での文化芸術活動

対象事業

職名

新聞通信社編集委員　1名、公益法人役職員　1名、特別寄付事業の寄付者側責任者　1名

寄付集めを図りたい非営利組織への資金提供

対象事業



公益財団法人 地域創造基金さなぶり

2019 年度事業報告書
2019 年 1 月 1 日～2019 年 12 月 31 日

以下のとおり事業を実施したので、ここに報告します。

1. 事業の実績

a) 今年度事業の特色は、地域の復興にかかる事業と、地域の課題や活性化に関する二つの領域の変

化へ財団としてどのような在り方があるのか、また同時に財団の経営をどのような事業をもっ

て取組むかという点にありました。

b) 主な点では、弊財団のように地理的地域を特定して支援事業を行う財団として、地域の持続可能

性を高める様々な取組みに終わりはなく、災害復興も平時の地域課題の解決も同じベクトルの

うえにあると考えられます。また、従来の「行政・企業・市民」の 3者を念頭に、「営利セクタ
ー・非営利セクター」という区分が、地域を軸に考えると種類の違いという前提は必要ではある

ものの、同じ地域に暮らし、子育てや介護、消費や各種支援サービスの活用等の範囲を加えると、

地域の賑わいや困った際の対応（平時・災害時共に）、自助と公助のはざまを埋める共助の醸成

がますます重要にきます。そのなかで、持続可能性を主眼にした SDGs の推進や、それを共通
言語にした取組みを進めることを意図し、2月にフォーラムを実施しました。また、遺贈寄付の
増進に関して、研修を関係者の協力をえて継続的に取り組めたことも大きな展開でした。また、

地元新聞社との連携を通じて、課題の可視化や共有を図り、寄付をつのり、地域の課題解決を推

進する取組み等も福島県においても実現することで地域の中での支え合いの関係が広がりをみ

せ、大きな進展となりました。年の後半に発生した台風 19号について、宮城県内においては弊
財団が直接、役員派遣をしている福島県のコミュニティ財団においても寄付を募る事業を展開

しました。

c) 資金調達については、外部環境の変化に対応する取組みを進めましたが必ずしもすぐに芽が出

るわけではなく、変化の兆しをとらえながら地域における公益の増進に資する事業の展開と、広

報、並びにコミュニティ財団としての在り方の深化を模索しました。

2. 支援事業

a) 子どものたより場応援プロジェクト（協働先：宮城県、河北新報社）

1) 概略：宮城県の未来を担う子どもたちを支える目的で、企業から拠出される資金および新

聞広告に賛同した個人・法人からの寄付金を原資に、県内の子どもの貧困や困難な状況と、

子どもたちを支える活動に資金助成を実施します。

2) 今期：本年は第 3 年目の事業として、県内に本拠地をおき、県内を活動対象地域としてい
るグループ・団体等を対象に資金助成を行いました。

2019 年 7月 10日まで公募を行い、7 月に 12事業、総額 350万円の助成を決定しま
した。事業期間は 2019年 8 月 1 日～2020年 3月 31日です。



b) 「ふくしまっこ・つながるこども食堂応援」助成事業（協働先：ふくしまこども食堂ネットワー

ク、福島民友新聞社）

1) 概略：福島県の未来を担う子どもたちを支える目的で、個人・企業から拠出される資金およ

び新聞広告に賛同した個人・法人からの寄付金を原資に、県内の子ども食堂にかかわる活動

に資金助成を実施します。

2) 今期：本年は第 1 期目の事業として、福島県内に本拠地をおき、県内を活動対象地域とし
ているグループ・団体等を対象に資金助成を行いました。

2019年 4 月 15日まで公募を行い、5月に 14事業、総額 493万円の助成を決定しま
した。事業期間は 2019年 6月 1 日～2020年 5月 31日です。

c) 「東北 CBリープ基金」助成事業（協働先：一般財団法人 共益投資基金 JAPAN）
1) 概略： 岩手県、宮城県、福島県を対象として資金調達活動につながる活動に対して資金的

支援を行い、もって地域の復興と地域の活性化を目指します。

2) 今期：本年は第 1期目の事業として、福島県における 3事業に助成をしました。
2019年 8月 2 日まで公募を行い、9月に 3事業、総額 559万円の助成を決定しまし
た。事業期間は 2019年 10月１日～2020年 6月 30日です。

d) 東まつしまサポートファンド

1) 概略：東松島市において、東松島復興協議会が拠出する資金を原資に、地域の活性化と暮ら

しの質の向上を目指す活動を支援する事業 を実施しています。

今年度は、財源の積み増しをめざし助成を実施せず、次年度に行うこととしました。

e) 東北オープンアカデミー

1) 概略：2 泊 3 日の東北へのスタディツアーを通じて、大災害から立ち上がった東北のリー
ダーとともに現場を巡り、議論し、未来の可能性を探る機会を提供する「東北オープンア

カデミー」事業を実施しました。当財団は、（特活）ETIC.とともに本事業の事務局を担当
しています。

2) 今期：本年は以下の事業を実施しました。

フィールドワーク：10か所

f) 受託事業

1) 中小企業庁「地域需要創造型等起業・創業促進事業」（創業補助金、独立行政法人中小企業

基盤 整備機構からの受託業務）

概略：起業・創業を行う事業者に対して、創業に要する経費の一部を補助する制度で、

新 たな需要や雇用の創出により、地域経済を活性化することを目的に、2013 年に創
設されました。当財団は助成事業の一環として、本事業の全国事務局である独立行政法

人中小企業基盤整備機構からの委託により、岩手県・宮城県・福島県の運営事務局を担

当しています。



今期：事業が終了し、補助金が交付された案件については、事業者から事業の状況に関

する年次報告を 5 年間提出していただくことになっています。本年は報告書の回収と
提出 内容の精査を行って、補助金交付後も事業の趣旨に反することなく事業が円滑に

行われていることを確認しました。

2) 宮城県 NPO等の絆力を活かした復興支援事業（宮城県からの受託事業）
概略：宮城県では、東日本大震災からの復興支援や被災者支援に関して大きな役割を果

たした NPO 等が活動を継続するための支援として、①地域会議の開催を通じた支援
力の向上等を図る事業、②当該NPO等が活動を促進するために必要な情報の収集と提
供を図る事業を実施しています。当財団の課題把握、並びに研修事業の一環としてその

業務を受託しました。

今期：① 宮城県内 2地域、計 3回の各種会議の開催準備（2020年 2月、3月）を行い
ました。② 2021 年 3 月に東日本大震災の発災 10 年を迎えるにあたり、10 年の節目
の迎え方、並びに 11年目から 15年目までに直面するであろう課題について、阪神淡
路大震災、中越地震の関係者からのヒアリング等を実施する準備を行いました。

g) 調査・研修事業

1) 東日本大震災の復興過程において必要となる公営住宅にかかるコミュニティ形成に関する

ベス トプラクティス調査（公益財団法人 トヨタ財団からの助成）

概略：公益財団法人 トヨタ財団の復興支援事業として、「公営住宅におけるコミュニ

ティ 形成」を支援する事業を過去 3か年実施（2014～2016 年）してきた。時間の変
化と共に、地域の状況も変化するなかで、公営住宅におけるコミュニティ形成に必要な

要素について過去の助成先へのヒアリング、有識者を対象にした会議、モデルとなる特

定地区の住民等を対象にした調査の実施をします。

今期：報告書作成を行いました。

h) 他機関との連携

1) 地元新聞社と連携をした地域課題の可視化

河北新報社：子どものたより場事業

実施：河北新報社・宮城県・弊財団

概略：いわゆる企画広告として、地元企業等への協賛依頼をし、15段の全面広告
を 5 回掲載し、地域課題の可視化と共に寄付の依頼を実施。受領した寄付金は、
別途のように助成事業として資金提供を図る。

今期：全 5回の掲載、並びに寄付集めを実施した。
福島民友社：ふくしまっこ・つながるこども食堂応援プロジェクト

実施：福島民友新聞・ふくしまこども食堂ネットワーク・弊財団

概要：いわゆる企画広告として、地元企業等への協賛依頼をし、15段の全面広告
を 2 回掲載し、地域課題の可視化と共に寄付の依頼を実施。受領した寄付金は、



別途のように助成事業として資金提供を図る。

今期：3者による企画準備、フォーラムの共催（2019年 9月 8日 於郡山市）、並
びに寄付集めを実施した。

2) 一般社団法人 全国コミュニティ財団協会

概略：全国コミュニティ財団協会は、コミュニティ財団の健全な発展を通じて、市民社

会のより 一層の成熟と市民が主体的に取り組む地域社会の課題解決を促し持続可能

性を高め、公共の利益を増進することを目的として設立をしたコミュニティ財団の全

国組織です。当財団は、本協会の加盟・正会員団体であり、また当財団の専務理事・事

務局長が本協会の副会長（非常勤）を務めています。

今期：本協会が実施する以下の事業に協働参画しました。

2019 年 2 月 8 日に「地場企業の成長戦略として SDGs の活用を知る会議」とし
て、昨今話題になっている SDGs と地元企業の関わり方について提言するイベン
トを主催。

3) 東北税理士会 公益活動対策部

概略：東北税理士会は、日本税理士会連合会を構成している全国 15の単位税理士会の
一つとして仙台市に置かれ、東北 6 県の支部及び会員のネットワーク等に関する事務
を行うことを目的にしている組織です。

今期：税理士むけに、相続税対策に関する研修を共催し「遺贈寄付」に関する必要性と、

税務上の相続事務手続きに関する研修を開催した。同税理士会の会員約 2500事務所へ
広報を行い、実施しました。2019年 8月 26日に参加者 157人を対象に実施した。

4) 一般財団法人 非営利組織評価センター

非営利組織評価センターは、以下の目的で 2016 年 4 月 1 日に設立された団体です。
民間公益団体および民間公益団体が実施する公益活動に関する情報公開の推進や評

価・ 認証を行うことで、民間公益団体の組織基盤の強化や透明性の向上による適切な

事業の運営を促進することが目標です。

今期：弊財団の専務理事・事務局長を理事（非常勤）として派遣しています。

5) 全国レガシーギフト協会

遺贈寄付が、本人の望む最適な形で実現し、寄付した財産が、地域の未来資産となり世

代を超えて継承される社会を実現するために、全国的な仕組みとして全国レガシーギ

フト 協会が 2016 年 11 月に設立されました。しかしながら、財産所有者が遺贈寄付
などの社会貢献に関心持ったとしても、使い道が明確な寄付先や信頼できる相談先が

なかったり、具体的な方法がわからないために、寄付に 踏み出せないという状況もあ

ります。

今期：遺贈寄付に関する相談窓口を当財団内に設置しており、本年も遺贈寄付に関する



問合せ対応を行い、当財団担当者が直接対応しました。研修については、遺贈相続に関

する研修を税理士向けに 1回実施しました。

3. 事業の運営

a) 評議員会

1) 第 1 回 -- 2019年 3 月 19日
1. 第 1号議案 2018年度 事業報告及び附属明細書の承認
2. 第 2号議案 2018年度 計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び付属

明細書並びに財産目録の承認

3. 第 3号議案 評議員・理事・監事の選任
4. 第 4号議案 役員の報酬上限額の決定について

2) 第 2 回（書面決議）  --- 2019年 7 月 15日
1. 第 1号議案 理事の追加について

2. 第 2号議案 評議員会運営規則について

b) 理事会

1) 第 1 回--- 2019年 2月 12日
◆審議事項◆

1. 第 1号議案 運転資金の借入について

2. 第 2号議案 新規の委員会設置について

3. 第 3号議案 さなぶりの事業方針について

◆報告事項◆

4. 2/8：SDGsに関するイベント
5. 事業の進捗報告

2) 第 2 回---2019年 3月 6日
◆審議事項◆

1. 第 1号議案 2018年度事業報告及び附属明細書の承認
2. 第 2号議案 2018年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び付属明細
書並びに財産目録の承認

3. 第 3号議案 評議員会の招集
4. 第 4号議案 財団ビジョン（仮称）の検討
◆報告事項◆

5. 業務執行理事の業務内容の報告

6. 2019年の事務局体制・現状について
7. 事業の進捗報告



3) 第 3回（書面決議）  --- 2019年 3 月 28日
1. 第 1号議案  代表理事、業務執行理事の選定

4) 第 4 回--- 2019年 6月 21日
◆審議事項◆

1. 第 1号議案 新規の委員会設置について

2. 第 2号議案 評議員会の開催（書面）

3. 第 3号議案 規程類の改訂・導入

◆報告事項◆

4. 業務執行理事の業務内容の報告

5. 休眠預金関係

6. 助成事業の実施結果について

5) 理事懇談会 --- 2019年 11月 20日 ※定数割れにて理事懇談会として実施
1. 第 1号議案 現状の確認
2. 第 1号議案 次年度の事業計画、並びに今後の方向性の検討

6) 第 5 回---2019年 12月 21日
◆審議事項◆

1. 第 1号議案 次年度の事業計画について

2. 第 2号議案 次年度の予算計画について

3. 第 3号議案 災害支援助成に関する権限の委譲について

4. 第 4号議案 今後の運営方針について

◆報告事項◆

5. 業務執行理事の業務内容の報告

6. 事業の進捗報告

c) 執行役員会

1) 執行役員会は、理事会で決定された業務の執行のうち、「当財団の経営全般に関する事項」

および「当財団の重要な業務執行に関する立案・承認に関する事項」を審議する機関で、当

財団の理事長、副理事長、専務理事をもって構成されています。

第 1回  --- 2019年 1月 29日
（主な議事）資金調達活動、理事会・評議員会の日程調整、役員の人選

第 2 回  --- 2019年 2月 12日
（主な議事）資金調達活動、2018年度決算

第 3 回  --- 2019 年 5月 29日
（主な議事）権限移譲をうけた助成事業の支援先決定



第 4 回 --- 2019年 6月 5日
（主な議事）資金調達活動、事業の進捗と今後について

第 5 回  --- 2019年 7月 13日
（主な議事）資金調達活動

第 6 回  --- 2019年 9月 24日
（主な議事）権限移譲をうけた助成事業の支援先決定

第 7 回  --- 2019年 11月 27日
（主な議事）資金調達活動、次年度計画

d) 役員に関する事項

1) 評議員

就任：青木 ユカリ氏、岩本 正敏氏、小澤 義春氏、熊谷 眞人氏、佐々木 勇氏、佐山

富雄氏、鈴木 孝男、新川 達郎氏、渡辺 元氏

退任（辞任）：深尾 昌峰氏

2) 理 事

就任（重任）：大滝 精一氏、髙澤 圭一氏、鈴木 祐司氏、強口 暢子氏、白川 由利枝

氏、山田 淳氏、

就任（新任）：石田祐氏、葛巻 徹氏、福田大輔氏、松井佑介氏、今野彩子氏

3) 監 事

就任（新任）：笹氣 光祚氏

4. 事務局体制

(1) 組織体制

1） 期末時点で、事務局職員 2名が勤務しています。
(2) 各事業の人員配置（2019年 12月末現在、事務局長を含め 2名）

1） 助成事業・調査事業・資金調達事業担当：2 名
2） 経理・総 務・創業 補助金事業担 当 ：1 名（兼務）

5. 財団運営活動

(1) 広報活動

1） ウェブサイトでの事業紹介
2） 助成事業に関する情報、当財団主催・共催イベントのご案内等を、当財団のウェブサ イト

に適宜掲載し、情報発信しました。

(2) 資金調達活動

1） 個別組織との折衝
2） 寄付金受領額

7. 当財団の特定の事業に対する寄付として、約 1,807万円の寄付を受領しました



以上

III.  付属明細書
本事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34 条第 3 項にて規

定される「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので、付属明細書は作成しないこととし

ます。

添付資料：助成事業実績





公益財団法人  地域創造基金さなぶり 

2020年度事業報告書 

2020年 1 月 1 日～2020 年 12 月 31 日 

 

以下のとおり事業を実施したので、ここに報告します。 

 

1. 事業の実績 

a) 今年度事業の特色は、発災から 10年を迎える 2021年 3月を前に、関係する調査報告書を取り

まとめを委託事業のなかで行ったほか、コロナ禍を自然災害と位置づけ、寄付の呼びかけ、並び

に支援事業の実施を行い、広範な支援事業の実施を行いました。 

b) 主な点では、岩手県、宮城県を対象とする休眠預金制度を用いた支援の助成事業の実施と、47

都道府県を対象にした「47都道府県『新型コロナウィルス対策』地元基金」を主催しています。 

c) 従来との継続事業では、地域の課題を市民と連携・協働のうえ、地元新聞社との連携を通じて、

課題の可視化や共有を図り、寄付をつのり、地域の課題解決を推進する取組み等も宮城県・福島

県においても実現しました。また、現下の状況下においても遺贈寄付にかかる相談も届き、引き

続き地元地域に必要な資源をつなげる役割を果たしたいと考えています。 

d) 資金調達については、コロナ禍において困窮状態に置かれた方々の存在がニュースになること

があり、また定額給付金の制度等のタイミングで寄付が増えるなど、社会情勢の変化に対応する

ことで、個人・法人からの寄付を集めることにつながりました。 

 

2. 支援事業 

a) 休眠預金事業：休眠預金・新型コロナウイルス対応緊急支援助成 

1) 概略：資金分配団体として、「岩手・宮城両県の社会的孤立防止支援事業」としてコロナ禍

において影響を受けている個人を支援している非営利組織への資金助成を行いました。 

2) 2020 年 8 月 31日まで公募を行い、9月に 9 事業、総額 6000 万円の助成を決定しました。

事業期間は 2020年 10月 1日～2021年 4月 30日です。 

 

b) 47都道府県『新型コロナウィルス対策』地元基金 

1) 概略：新型コロナウィルスにかかる影響を自然災害ととらえ、国内全域において支援を必要

とする個人への寄付を募る事業を、一般社団法人全国コミュニティ財団協会と連携して行

いました。2020年度は寄付と資金助成を行う地域への助成を行いました。 

 

c) 子どものたより場応援プロジェクト（協働先：宮城県、河北新報社） 

1) 概略：宮城県の未来を担う子どもたちを支える目的で、企業から拠出される資金および新 

聞広告に賛同した個人・法人からの寄付金を原資に、県内の子どもの貧困や困難な状況と、

子どもたちを支える活動に資金助成を実施します。 

2) 今期：本年は第 4 年目の事業として、県内に本拠地をおき、県内を活動対象地域としてい

るグループ・団体等を対象に資金助成を行いました。 



➢ 2020 年 7 月 10 日まで公募を行い、9 月に 10 事業、総額 302 万円の助成を決定しま

した。事業期間は 2020年 9 月 1 日～2020年 3月 31日です。 

 

d) 「ふくしまっこ・つながるこども食堂応援」助成事業（協働先：ふくしまこども食堂ネットワー

ク、福島民友新聞社） 

1) 概略：福島県の未来を担う子どもたちを支える目的で、2か年事業の 2年目として、個人・

企業から拠出される資金および新聞広告に賛同した個人・法人からの寄付金を原資に、県内

の子ども食堂にかかわる活動に資金助成を実施します。 

2) 今期：本年は第 2 期目の事業として、福島県内に本拠地をおき、県内を活動対象地域とし

ているグループ・団体等を対象に資金助成を行いました。 

➢ 2020年 7月 24日まで公募を行い、9月に 11事業、総額 210万円の助成を決定しまし

た。事業期間は 2020年 9月 1 日～2020年 5月 31日です。 

 

e) 「東北 CBリープ基金」助成事業（協働先：一般財団法人 共益投資基金 JAPAN） 

1) 概略：岩手県、宮城県、福島県の資金調達にかかる取り組みを進展させるために、シーズと

なる資金・取り組みを通じて、事業の実施を支援しました。 

➢ 今年度は、支援元組織との調整の結果助成を見送ることにしました。 

 

f) 東まつしまサポートファンド 

1) 概略：東松島市において、東松島復興協議会が拠出する資金を原資に、地域の活性化と暮ら

しの質の向上を目指す活動を支援する事業 を実施しています。 

➢ 今年度は、財源の積み増しをめざし助成を実施せず、次年度に行うこととしました。 

 

g) 東北オープンアカデミー 

1) 概略：東北へのスタディツアーを通じて、大災害から立ち上がった東北のリー ダーととも

に現場を巡り、議論し、未来の可能性を探る機会を提供する「東北オープンアカデミー」と

して実施してきました。コロナ禍との影響もあり、オンラインイベントを開催しました。財

団は、（特活）ETIC.とともに本事業の事務局を担当しています。 

2) 今期：本年は以下の事業を実施しました。 

➢ オンラインイベント：1か所 

 

h) 受託事業 

1) 中小企業庁「地域需要創造型等起業・創業促進事業」（創業補助金、独立行政法人中小企業

基盤 整備機構からの受託業務） 

➢ 概略：起業・創業を行う事業者に対して、創業に要する経費の一部を補助する制度で、

新 たな需要や雇用の創出により、地域経済を活性化することを目的に、2013 年に創

設されました。当財団は助成事業の一環として、本事業の全国事務局である独立行政法

人中小企業基盤整備機構からの委託により、岩手県・宮城県・福島県の運営事務局を担



当しています。 

➢ 今期：補助金が交付された案件については、事業者から事業の状況に関する年次報告を 

5 年間提出していただくことになっています。本年は事業の最終年度として、報告書

の回収と提出 内容の精査を行って、補助金交付後も事業の趣旨に反することなく事業

が円滑に行われていることを確認し、無事完了をしました。 

 

2) 社会福祉法人 朝日新聞厚生文化事業団 

➢ 概略：岩手県陸前高田市において、新規の財団創設にむけて、どのような財団が地域に

必要であるか、調査・組織の設立にかかる相談を有償で行った。 

 

3) 宮城県 NPO等の絆力を活かした復興支援事業（宮城県からの受託事業） 

➢ 概略：宮城県では、東日本大震災からの復興支援や被災者支援に関して大きな役割を果

たした NPO 等が活動を継続するための支援として、①地域会議の開催を通じた支援

力の向上等を図る事業、②当該NPO等が活動を促進するために必要な情報の収集と提

供を図る事業を実施しています。当財団の課題把握、並びに研修事業の一環としてその

業務を受託しました。 

➢ 今期：① 宮城県内 2 地域、計 2 回の各種会議の開催準備（2020 年 2 月）を行いまし

た。② 2021 年 3 月に東日本大震災の発災 10 年を迎えるにあたり、10 年の節目の迎

え方、並びに 11 年目から 15 年目までに直面するであろう課題について、阪神淡路大

震災、中越地震の関係者からのヒアリング等を実施し、報告書を制作しました。 

 

i) 調査・研修事業 

1) 東日本大震災の復興過程において必要となる公営住宅にかかるコミュニティ形成に関する

ベス トプラクティス調査（公益財団法人  トヨタ財団からの助成） 

➢ 概略：公益財団法人  トヨタ財団の復興支援事業として、「公営住宅におけるコミュニ

ティ 形成」を支援する事業を過去 3か年実施（2014～2016 年）してきた。時間の変

化と共に、地域の状況も変化するなかで、公営住宅におけるコミュニティ形成に必要な

要素について過去の助成先へのヒアリング、有識者を対象にした会議、モデルとなる特

定地区の住民等を対象にした調査の実施をします。 

➢ 今期：報告書作成の最終化をしています。 

 

j) 他機関との連携 

1) 地元新聞社と連携をした地域課題の可視化 

➢ 河北新報社：子どものたより場事業 

✓ 実施：河北新報社・宮城県・弊財団 

✓ 概略：いわゆる企画広告として、地元企業等への協賛依頼をし、15 段の全面広告

を 5 回掲載し、地域課題の可視化と共に寄付の依頼を実施。受領した寄付金は、

別途のように助成事業として資金提供を図る。 



✓ 今期：全 5回の掲載、並びに寄付集めを実施した。 

➢ 福島民友社：ふくしまっこ・つながるこども食堂応援プロジェクト 

✓ 実施：福島民友新聞・ふくしまこども食堂ネットワーク・弊財団 

✓ 概要：いわゆる企画広告として、地元企業等への協賛依頼をし、15 段の全面広告

を 2 回掲載し、地域課題の可視化と共に寄付の依頼を実施。受領した寄付金は、

別途のように助成事業として資金提供を図る。 

✓ 今期：3者による企画準備、広報、並びに寄付集めを実施した。 

 

 

 

2) 一般社団法人  全国コミュニティ財団協会 

➢ 概略：全国コミュニティ財団協会は、コミュニティ財団の健全な発展を通じて、市民社

会のより 一層の成熟と市民が主体的に取り組む地域社会の課題解決を促し持続可能

性を高め、公共の利益を増進することを目的として設立をしたコミュニティ財団の全

国組織です。当財団は、本協会の加盟・正会員団体であり、また当財団の専務理事・事

務局長が本協会の副会長（非常勤）を務めています。 

 

3) 一般財団法人  非営利組織評価センター 

➢ 非営利組織評価センターは、以下の目的で 2016 年 4 月 1 日に設立された団体です。 

➢ 民間公益団体および民間公益団体が実施する公益活動に関する情報公開の推進や評

価・ 認証を行うことで、民間公益団体の組織基盤の強化や透明性の向上による適切な

事業の運営を促進することが目標です。 

➢ 今期：弊財団の専務理事・事務局長を理事（非常勤）として派遣しています。 

 

4) 全国レガシーギフト協会 

➢ 遺贈寄付が、本人の望む最適な形で実現し、寄付した財産が、地域の未来資産となり世

代を超えて継承される社会を実現するために、全国的な仕組みとして全国レガシーギ

フト 協会が 2016 年 11 月に設立されました。しかしながら、財産所有者が遺贈寄付

などの社会貢献に関心持ったとしても、使い道が明確な寄付先や信頼できる相談先が

なかったり、具体的な方法がわからないために、寄付に 踏み出せないという状況もあ

ります。 

➢ 今期：遺贈寄付に関する相談窓口を当財団内に設置しており、本年も遺贈寄付に関する

問合せ対応を行い、当財団担当者が直接対応しました。 

 

 

 

 

 



3. 事業の運営 

a) 評議員会 

1) 第 1 回 -- 2020年 3 月 18日 

1. 第 1号議案 2019年度 事業報告及び附属明細書の承認 

2. 第 2号議案 2019年度 計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び付属 

  明細書並びに財産目録の承認 

3. 第 3号議案 役員報酬規程の改訂と、役員の報酬上限額の決定について 

 

2) 第 2 回（書面決議）  --- 2020年 11 月 30日 

1. 第 1号議案 理事の追加について 

 

b) 理事会 

1) 第 1 回--- 2020年 2月 29日 

◆審議事項◆ 

➢ 第 1 号議案 2019 年度事業報告及び附属明細書の承認 

➢ 第 2 号議案 2019 年度計算書類（貸借対照表及び正味財産増減計算書）及び付属明細

書並びに財産目録の承認 

➢ 第 3 号議案 評議員会の招集 

➢ 第 4 号議案 財団の執行体制について 

 

2) 第 2 回---2020年 5月 22日 

◆審議事項◆ 

➢ 第 1号議案 47コロナ基金の全国的な事業展開について 

➢ 第 2号議案 助成事業に関する権限移譲 

➢ 第 3号議案 審査員の追加 

➢ 第 4号議案 規定の変更 

 

3) 第 3回---2020年 8月 5日 

1. 第 1号議案  休眠預金事業にかかる契約締結にかかる合意について 

 

4) 第 4 回--- 2020年 10月 28日 

◆審議事項◆ 

➢ 第 1号議案 2020年度収支修正予算の承認 

➢ 第 2号議案 2021年度にむけた方向性について 

➢ 第 3号議案 規定の改定 

➢ 第 4号議案 評議員会の招集 

 

 



5) 第 5 回--- 2020年 12月 7日 

➢ 第 1号議案 次年度の事業計画について 

➢ 第 2号議案 次年度の予算計画について 

➢ 第 3号議案 つながる寄付・助成に関する権限の委譲について 

 

c) 執行役員会  

1) 執行役員会は、理事会で決定された業務の執行のうち、「当財団の経営全般に関する事項」

および「当財団の重要な業務執行に関する立案・承認に関する事項」を審議する機関で、当

財団の理事長、副理事長、専務理事をもって構成されています。 

➢ 第 1回  --- 2020年 5月 15日 

➢ 第 2回  --- 2020年 6月 30日 

➢ 第 3回  --- 2020年 7月 20日 

➢ 第 4回  --- 2020年 8月 31日 

➢ 第 5回 --- 2020年 9月 29日 

 

 

d) 役員に関する事項 

1) 評議員  

➢ 現任：青木 ユカリ氏、氏、小澤 義春氏、熊谷 眞人氏、佐々木 勇氏、佐山 富雄氏、

鈴木 孝男、新川 達郎氏、渡辺 元氏 

➢ 退任（辞任）：岩本 正敏氏 

 

2) 理 事  

➢ 現任：石田 祐氏、大滝 精一氏、葛巻 徹氏、強口 暢子氏、今野彩子氏、白川 由利枝

氏、鈴木 祐司氏、髙澤 圭一氏、福田大輔氏、松井佑介氏 

➢ 就任（新任）：真壁さおり氏 

➢ 退任（辞任）：山田  淳氏 

3) 監 事  

➢ 現任：内野 恵美氏、笹氣 光祚氏 

 

4. 事務局体制 

(1) 組織体制 

1） 期末時点で、事務局職員 3名が勤務しています。 

2） 事務局長給与（年・総額）3,750,000円（2020年） 

（1~3月 25万円、4～7月 20万円、8月～12月 44万円） 

(2) 各事業の人員配置（2019年 12月末現在、事務局長を含め 2名） 

1） 助成事業・調査事業・資金調達事業担当：2 名 

2） 経理・総 務・創業 補助金事業担 当 ：1 名（兼務） 



 

5. 財団運営活動 

(1) 広報活動 

1） ウェブサイトでの事業紹介 

2） 助成事業に関する情報、当財団主催・共催イベントのご案内等を、当財団のウェブサ イト

に適宜掲載し、情報発信しました。 

(2) 資金調達活動 

1） 個別組織との折衝 

2） 寄付金受領額 

1. 当財団の特定の事業に対する寄付として、約 2900万円の寄付を受領しました 

以上 

 

III.  付属明細書 

本事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第 34 条第 3 項にて規

定される「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないので、付属明細書は作成しないこととし 

ます。 

 

















































（単位:円）
公益財団法人地域創造基金さなぶり

（2020.12.31） （2019.12.31）

貸借対照表
2020年12月31日現在

  １．流動負債

        固定資産合計 43,478,833 18,082,631 25,396,202

          敷                                    金 57,283 57,283 0
        その他固定資産合計 57,288 57,288 0

          什          器           備           品 4 4

          未      払      助      成      金 等

  １．指定正味財産

1,375,000 0 1,375,000

        資産合計 48,322,406 20,565,190 27,757,216
Ⅱ 負債の部

Ⅲ 正味財産の部
        負債合計 3,627,109 2,118,789 1,508,320
        流動負債合計 3,627,109 2,118,789 1,508,320

        負債及び正味財産合計 48,322,406 20,565,190 27,757,216

  ２．一般正味財産

        一般正味財産合計 1,273,752 421,058 852,694
        正味財産合計 44,695,297 18,446,401 26,248,896

    一般正味財産 1,273,752 421,058 852,694

（う ち 特 定 資 産 へ の 充 当 額） (40,421,545) (15,025,343) △ 25,396,202

15,837,617

（う ち 基 本 財 産 へ の 充 当 額） (3,000,000) (3,000,000) 0
        指定正味財産合計 43,421,545 18,025,343 25,396,202

民 間 助 成 金 3,119,779 12,717,838
受  取 特 別 寄  付  金 27,583,928 14,905,564 12,678,364

542,100 94,400

          未                 払                 金 1,030,617 628,435 402,182
          前                 受                 金 110,000 474,977 △ 364,977

          未      払      消 費 税    等 636,500
          預                 り                 金 474,992 473,277 1,715

0
          ソ   フ    ト      ウ    エ    ア 1 1 0

        基本財産合計 3,000,000 3,000,000 0
    (2) 特定資産

助  成  事  業  財  産 40,421,545 15,025,343 25,396,202
        特定資産合計 40,421,545 15,025,343 25,396,202
    (3) その他固定資産

    (1) 基本財産
          定          期           預           金 3,000,000 3,000,000 0

          前                 払                 金 13,382 2,776 10,606
          未                 収                 金 44,222 11,898 32,324

  ２．固定資産
        流動資産合計 4,843,573 2,482,559 2,361,014
          前          払           費           用 88,044 89,956 △ 1,912

  １．流動資産
          現 金 預 金

科        目 当年度 前年度 増  減
Ⅰ 資産の部

4,697,925 2,377,929 2,319,996



（単位:円）

          特    許    権     等     使    用    料 4,400 0 4,400

          雑                              費 15 0 15

          賃                 借                 料 5,834 5,996 △ 162

          諸                 会                 費 720 250 470
          保                 険                 料 82 26 56

          委                 託                 費 169,607 9,808 159,799

自 主 事 業 収 益 60,000 1,094,000 △ 1,034,000

受  取  国  庫  助  成 金
受  取  地 方 公 共 団 体  助  成  金

2,249,054 0
200,000 0

2,249,054
200,000

        経常費用計 86,016,101

        受       取        助 成  金

受 取 助 成 金 振  替  額

63,605,216 938,537

          新       聞        図        書       費 102 0 102

          当期経常増減額 702,694 △ 1,748,126 2,450,820

30,623,993 55,392,108
          評価損益等調整前当期経常増減額 702,694 △ 1,748,126 2,450,820
          評価損益等計 0 0 0

          支       払        手        数       料 3,249 2,974 275

          租          税           公           課 6,435 5,421 1,014

△ 77,992

          減       価        償        却       費 0 7,451 △ 7,451

          光       熱        水        料       費 474 487 △ 13

          消          耗           品           費 1,386 0 1,386
          印       刷        製        本       費 1,967 0 1,967

          消          耗           品           費 204,737 144,738 59,999
          印       刷        製        本       費 1,493,510 750,815 742,695

          通       信        運        搬       費 4,567

          委                 託                 費 2,919,540 1,700,299 1,219,241

          新       聞        図        書       費 18,986 28,512

          支       払        手        数       料 488,725 570,592 △ 81,867

0 561,000

          減       価        償        却       費 0 98,999 △ 98,999
          消    耗    什     器     備    品    費 495,154 265,290 229,864

          旅       費        交        通       費 691,847 2,267,049 △ 1,575,202
          通       信        運        搬       費 672,675 578,981 93,694

          福       利        厚        生       費 479,980 1,031,994 △ 552,014
          会                 議                 費 104,494 823,133 △ 718,639
          交                 際                 費 0 15,237 △ 15,237

        事                 業                 費 85,498,374 29,785,164 55,713,210
          給          料           手           当 4,612,370 5,350,493 △ 738,123

    (2) 経常費用

          雑                 収                 益 73,089 242,541 △ 169,452
        経常収益計 86,718,795 28,875,867 57,842,928

        雑                 収                 益 73,120 242,602 △ 169,482
          受          取           利           息 31 61 △ 30

△ 98,868

          受 託    事    業  収    益 7,599,899 8,530,210 △ 930,311

        受       取        寄 付         金 15,380,224 18,070,218 △ 2,689,994
          受     取    一 般 寄 付 金 35,420 2,626,546 △ 2,591,126

62,666,679

61,156,162 938,537 60,217,625

        事          業           収           益 7,659,899 9,624,210 △ 1,964,311

    (1) 経常収益
  １．経常増減の部

基 本 財 産 運 用 益 300 300 0
     基 本 財 産 受  取   利 息 300 300 0

特 定 資 産 運 用 益 36 0

正味財産増減計算書
2020年 1月 1日から2020年12月31日まで

科        目 当年度 前年度 増  減
Ⅰ 一般正味財産増減の部

公益財団法人地域創造基金さなぶり
（2020.1-12月） （2019.1-12月）

1,261 3,306

          給          料           手           当 287,000 594,499 △ 307,499
          福       利        厚        生       費 35,877 113,869

        管                 理                 費 517,727 838,829 △ 321,102

          旅       費        交        通       費 412 96,787 △ 96,375

88,530

          賃                 借                 料 694,294 684,583 9,711
          保                 険                 料 8,080 23,588 △ 15,508

171,280 82,750

受 取 寄 付 金 振  替  額 15,344,804 15,443,672

949,750
          諸                 会                 費

△ 9,526
          広                 報                 費 561,000

          租          税           公           課 637,025 542,279 94,746
          研                 修                 費 110,000 0 110,000

36
     特 定 資 産 受  取   利 息 36 0 36

          支       払        助        成       金 69,332,100 13,982,303 55,349,797

          光       熱        水        料       費 61,177 56,279 4,898

          諸                 謝                 金 1,737,000 787,250



（単位:円）
科        目 当年度 前年度 増  減

（2020.1-12月） （2019.1-12月）

73,874,000

16,981,793 1,043,550
        当期指定正味財産増減額 25,396,202 1,043,550 24,352,652

△ 61,165,923

受 取 特 別 寄 付 金 29,070,334
受 取 寄 付 金 29,070,334 17,425,759

受 取 民 間 助 成 金 73,874,000 0

17,425,759 11,644,575
        一  般  正  味  財  産  へ  の  振  替  額 △ 77,548,132 △ 16,382,209 △ 61,165,923

11,644,575

Ⅲ 正味財産期末残高 44,695,297

          一  般  正  味  財  産  へ  の  振  替  額 △ 77,548,132 △ 16,382,209

          指定正味財産期末残高 43,421,545 18,025,343
18,446,401

    (2) 経常外費用

  ２．経常外増減の部

432,000
        過年度受取助成金振替額 1,047,166 0

852,694

受 取 補 助 金 等 73,874,000 0 73,874,000

    (1) 経常外収益

765,166

Ⅱ 指定正味財産増減の部

          一般正味財産期首残高 421,058 1,737,184 △ 1,316,126
          一般正味財産期末残高 1,273,752 421,058

26,248,896

        当期一般正味財産増減額 852,694 △ 1,316,126 2,168,820

        経常外費用計 1,047,166 0 1,047,166
        当期経常外増減額 150,000 432,000 △ 282,000
        税引前当期一般正味財産増減額 852,694 △ 1,316,126 2,168,820
        法人税、住民税及び事業税 0 0 0

25,396,202
          指定正味財産期首残高 18,025,343

        過年度経費修正益 150,000 432,000

        過年度受取助成金返還額 1,047,166 0 1,047,166

1,047,166
        経常外収益計 1,197,166

△ 282,000



（単位:円）

          支       払        手        数       料 0 0 0 3,249 3,249

受  取  地 方 公 共 団 体  助  成  金 0 0 0 200,000 200,000

          広                 報                 費 0 561,000 561,000 0 561,000

          特    許    権     等     使    用    料 0 4,400 4,400 0 4,400

        過年度受取助成金返還額 0 1,047,166 1,047,166 0 1,047,166

          印       刷        製        本       費 0 0 0 1,967 1,967

          新       聞        図        書       費 0 0 0 102 102

1,047,166
1,197,166

169,607

5,834
82

0 7,599,899 7,599,899 0 7,599,899

受  取  国  庫  助  成 金 0 1,049,054 1,049,054 1,200,000 2,249,054

          研                 修                 費 0 110,000 110,000 0 110,000

14,478,270
2,425,489

0 18,986

29,070,334
△ 77,548,132
△ 77,548,132

25,396,202
18,025,343
43,421,545
43,568,888

法人会計 合  計

1,047,166
150,000

△ 29,579
176,922
147,343

73,874,000
73,874,000
29,070,334

0
85,498,374
△ 179,579

0
△ 179,579

0
0

0
0
0
0
0

0

637,025

18,986

69,332,100
2,919,540

488,725
0
0
0
0

694,294
8,080

15,344,804
73,120

31
73,089

85,318,795

85,498,374
4,612,370

479,980

472,775
0
0
0
0
0
0

0

46,931
577,604

8,080
1,617,000
171,280
637,025

18,986

147,343

2,800,000
2,800,000

29,070,334
29,070,334

△ 18,741,970
△ 18,741,970

0
26,692,212
△ 179,579

0
△ 179,579

1,047,166
1,197,166

176,922

          光       熱        水        料       費 14,246 0

26,692,212
2,363,000
305,457
104,494
661,627
494,930 672,675

495,154
204,737

1,493,510
61,177

        事                 業                 費 58,806,162 0

          委                 託                 費 0 169,607

          賃                 借                 料 0 5,834
82          保                 険                 料 0

0
0
0
0

0

73,874,000
71,074,000 0 73,874,000

          評価損益等調整前当期経常増減額 0 882,273 702,694
          評価損益等計 0 0 0

    (1) 経常外収益

        経常外費用計 0

        過年度受取助成金振替額 0

1,047,166
150,000

△ 29,579

61,177

        受       取        助 成       金

受  取  助  成  金  振   替    額

58,806,162 63,605,216

58,806,162 61,156,1620

受 取 寄 付 金 振  替  額 0 0 15,344,804

          通       信        運        搬       費 177,745 0 672,675

104,494
          福       利        厚        生       費 174,523 0 479,980
          会                 議                 費 0 0

691,847
104,494
691,847

1,493,510
204,737

          印       刷        製        本       費 41,711 0
          消          耗           品           費 22,672 0
          消    耗    什     器     備    品    費 495,154 0 495,1540

182,065
1,451,799

    (2) 経常費用
        経常収益計 58,806,162 1,400,000 86,718,79526,512,633

85,498,374
          給          料           手           当 2,249,370 0 4,612,370

          旅       費        交        通       費 30,220 0

正味財産増減計算書内訳表
2020年 1月 1日から2020年12月31日まで

公益財団法人地域創造基金さなぶり

休眠預金事業

        事          業           収           益 0 0 7,659,899

科        目
その他の公益目的事業 小  計
公益目的事業会計

300
300

7,659,899

300
300

7,659,899

       特   定   財   産   運   用  益 0 36

    (1) 経常収益

36 0 36
          特 定 財 産 受  取   利 息 0 36 36 0 36

Ⅰ 一般正味財産増減の部
  １．経常増減の部

        雑                 収                 益 0 0 73,120
15,344,804

73,120
31

73,089

          自 主 事 業 収 益 0 0 60,000

1,400,000

60,000

3,399,054

2,350,000
15,380,224

35,420

60,000

62,205,216

61,156,162
15,380,224

35,420

          受 託 事 業 収 益

          賃                 借                 料 116,690 0 694,294
          保                 険                 料 0 0 8,080

        受       取        寄 付       金 0 0 15,380,224
          受     取    一 般 寄 付 金 0 0 35,420

          雑                 収                 益 0 0 73,089
          受          取           利           息 0 0 31

          諸                 謝                 金 120,000 0 1,737,0001,737,000
171,280 171,280          諸                 会                 費 0 0

          支       払        助        成       金 54,853,830 0 69,332,100
          委                 託                 費 494,051 0 2,919,540

          旅       費        交        通       費 0 412 412
          通       信        運        搬       費 0 4,567 4,567

          光       熱        水        料       費 0 474 474

0 720 720

          支       払        手        数       料 15,950 0 488,725

        経常費用計 58,806,162 517,727 86,016,101

          福       利        厚        生       費 0 35,877 35,877

        管                 理                 費 0 517,727 517,727
          給          料           手           当 0 287,000 287,000

          雑                              費 0

          諸                 会                 費

          当期経常増減額 0 882,273 702,694
  ２．経常外増減の部

        経常外収益計 0 0 1,197,166
    (2) 経常外費用

0 1,047,166
        過年度経費修正益 0 150,000 150,000 0 150,000

        当期経常外増減額 0 0 150,000

Ⅱ 指定正味財産増減の部

        当期一般正味財産増減額 0 882,273 852,694
          一般正味財産期首残高 0 244,136 421,058

0 1,047,166

          一  般  正  味  財  産  へ  の  振  替  額 △ 58,806,162 0 △ 77,548,132

          一般正味財産期末残高 0 1,126,409 1,273,752

受 取 特 別 寄 付 金 0 0 29,070,334
受 取 寄 付 金 0 0 29,070,334

受 取 補 助 金 等
          受       取        助        成       金

71,074,000 0

        一  般  正  味  財  産  へ  の  振  替  額 △ 58,806,162 0 △ 77,548,132

          指定正味財産期末残高 12,267,838 0 43,421,545
Ⅲ 正味財産期末残高 12,267,838 1,126,409 44,695,297

31,153,707
31,301,050

        当期指定正味財産増減額 12,267,838 0 25,396,202
          指定正味財産期首残高 0 0 18,025,343

13,128,364
18,025,343

15 15

        基   本   財   産   運   用  益 0 0 300
          基 本 財 産 受  取   利 息 0 0 300

          消          耗           品           費 0 1,386 1,386

          租          税           公           課 0 6,435 6,435

          新       聞        図        書       費 0

          租          税           公           課 0 0 637,025



1、重要な会計方針
(1)固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法
無形固定資産 定額法

(2)消費税等の会計処理
税込み方式による。

2、基本財産及び特定資産の増減及びその残高
基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

(単位：円)
科目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産

定期預金 3,000,000 0 0 3,000,000
(多くの市民寄付による設立時資産)

小計 3,000,000 0 0 3,000,000
特定資産

助成事業財産 15,025,343 102,944,334 77,548,132 40,421,545
小計 15,025,343 102,944,334 77,548,132 40,421,545
合計 18,025,343 102,944,334 77,548,132 43,421,545

3、基本財産及び特定資産の財源等の内訳
基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)

科目 当期末残高
(うち指定正
味財産から
の 充当額)

(うち一般正
味財産から
の 充当額)

(うち負債に
対応する額)

基本財産
定期預金 3,000,000 (3,000,000) 0 0

(多くの市民寄付による設立時資産)
小計 3,000,000 (3,000,000) 0 0
特定資産

助成事業財産 40,421,545 (40,421,545)
小計 40,421,545 (40,421,545) 0 0
合計 43,421,545 (43,421,545) 0 0

4、固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次の通りである。

(単位：円)
科目 取得価額 当期償却額 減価償却累計額 当期末残高
什器備品 4 0 0 4
ソフトウェア 1 0 0 1
合計 5 0 0 5

5、補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高
補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

財務諸表に対する注記

(単位：円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上の

記載区分

東日本大震災の復興過程において必要となる公
営住宅にかかるコミュニティ形成に関するベスト
プラクティス調査事業

（公財）トヨタ財団 3,119,779 0 0 3,119,779 指定正味財産

休眠預金事業：「岩手・宮城両県の社会的孤立
防止支援事業」

（一財）日本民間公益活動連携機構 0 71,074,000 58,806,162 12,267,838 指定正味財産

真如苑 いわて・地域のきずな助成（※） 真如苑 1,047,166 0 1,047,166 0 ---

東北CBリープ基金 （一財）共益投資基金JAPAN 0 1,000,000 750,000 250,000 指定正味財産

子どもサポート基金
石巻広域圏子ども・若者支援

コンソーシアム
0 1,800,000 1,600,000 200,000 指定正味財産

持続化給付金 経済産業省・中小企業庁 0 2,000,000 2,000,000 0 ---

家賃支援給付金 経済産業省・中小企業庁 0 249,054 249,054 0 ---

仙台市地域産業支援金 仙台市 0 200,000 200,000 0 ---

合計 4,166,945 76,323,054 64,652,382 15,837,617
（※）真如苑 いわて・地域のきずな助成については、前期において受取寄付金として処理していたが、資金の性格を検討した結果、受取助成金として処理するのが妥当と判断し、本項に付加して掲記することとした。



6、指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳
指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

(単位：円)
内容 金額
経常収益への振替額

支払助成金のための振替額 69,332,100
事業実施経費のための振替額 8,216,032

合計 77,548,132

1、基本財産及び特定資産の明細

財務諸表の注記に記載している。

貸借対照表及び正味財産増減計算書の付属明細書



公益財団法人地域創造基金さなぶり
（単位:円）

宮城労働局
に従事する職員の労働保険料で
ある。

公益目的事業及び管理目的の業務
に使用している事務所の1月分
賃借料である。
公益目的事業及び管理目的の業務
に使用している事務所の警備料
金等である。

普通預金 公1・公益目的事業事業の資産とし

うち公益目的保有財産93％
うち管理目的の財源として使用
する財産7%

うち公益目的保有財産93％
うち管理目的の財源として使用
する財産7%

うち公益目的保有財産93％
うち管理目的の財源として使用
する財産7%

   固定資産合計 43,478,833
     資産合計 48,322,406

  敷金 我妻不動産 （共用財産） 57,283

      

  什器備品 パソコン・複合機 （共用財産） 4

  ソフトウエア 会計ソフト （共用財産） 1

て管理している。

    その他固定資産 57,288

特定資産 助成金資産 40,421,545

    を公益目的事業共用の財源として
使用している。

  (固定資産)
    基本財産 定期預金 定期預金（指定） 公益目的保有財産であり、運用益 3,000,000

    セコム 29,700

   流動資産合計 4,843,573

  前払費用 88,044
    我妻不動産 58,344

      七十七銀行 運転資金として 20,589

前払金 公益目的事業及び管理目的の業務 13,382
  

      三菱東京UFJ（外貨） 運転資金として 105

未収金 （独）中小企業基盤整備機構 公1・創業補助金事業の受託事業収
益である。

44,222

  普通預金 4,599,837
      三菱東京UFJ 運転資金として 4,579,143

  預金 当座預金 98,088
      郵便振替 運転資金として 98,088

財産目録
2020年12月31日現在

貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額
  (流動資産)



（単位:円）
貸借対照表科目 場所・物量等 使用目的等 金        額

ある。

ある。

に使用する事務用消耗品費である。

に使用した旅費交通費等である。

に使用する事務所の12月分光熱費
である。

ヤマト運輸
に使用した物品送付料である。

に従事する職員の社会保険料で
ある。

日本郵便
に使用した後納郵便料である。

に使用した旅費交通費等である。

に使用する複合機の利用代金であ
る。

パソナ

の遂行を委託する委託費である。

する委託費である。

     正味財産 44,695,297

   流動負債合計 3,627,109
     負債合計 3,627,109

職員 住民税 73,400

未払消費税等 未払消費税 636,500

    講師等 源泉所得税報酬 50,517
    職員 社会保険料 177,885

  預り金 474,992
    職員 源泉所得税給与 173,190

ソーシャルバリュージャパン 公益目的事業の業務の遂行を委託 110,000

  前受金 朝日新聞厚生文化事業団 公1・調査・研修事業の受託事業収
益である。

110,000
    

公益目的事業及び管理目的の業務 154,945
における派遣社員派遣料である。

全国コミュニティ財団協会 公益目的事業及び管理目的の業務 270,000

三井住友カード株式会社 公益目的事業及び管理目的の業務 61,175

富士ゼロックス 公益目的事業及び管理目的の業務 38,500

公益目的事業及び管理目的の業務 3,450

社会保険料 公益目的事業及び管理目的の業務 135,828

公益目的事業及び管理目的の業務 4,833

社員立替 公益目的事業及び管理目的の業務 232,244

我妻不動産 公益目的事業及び管理目的の業務 7,476

  未払金 1,030,617
アスクル 公益目的事業及び管理目的の業務 12,166

台風19号みやぎ水害支援 公1・助成金事業の支払助成金で 875,000

西日本豪雨支援 公1・助成金事業の支払助成金で 500,000

  (流動負債)
未払助成金等 1,375,000
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